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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，「在宅療養支援における個人情報管理自己評価尺度」
を開発することである。尺度構成要素については，これまで調査したデータの統計的分析等を
もとに専門職，有識者と内容を吟味した結果，「管理項目」21 項目，「行動項目」18 項目が設
定された。これをもとに全国 200 床以上の病院の退院支援実務職員に対し質問紙調査を実施し
た。その結果，回収数 1,358 件(25.9％)，有効回答は 1,106 件(有効回答率 81.4％)であった。今
後確認的因子分析等によって，尺度の妥当性と信頼性の検討を行う。 

研究成果の概要（英文）：The objectives of this study were to " Development of the role for The 

Personal-information Management and action to Support Home Care Services Delivery ". 

The reliability and the validity of the measure by examination and the nationwide survey 

of the component of a measure were verified. As a result, 21 items of "Management item" 

and 18 items of "Action item" were set up. Questionnaires were mailed to nurses and social 

workers across Japan who were in charge of discharge planning in hospitals with more 

than 200 beds. Of 1,358 questionnaires returned (response rate: 25.9%), 1,106 

questionnaires were obtained with valid responses (valid response rate: 81.4%). The 

current data is analyzed in detail. 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2011 年度 900,000 270,000 1,170,000 

2012 年度 300,000 90,000 390,000 

総 計 1,200,000 360,000 1,560,000 
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１．研究開始当初の背景 

現在，我が国の老年人口割合は 20％を越え，
超高齢社会を目前としている 1)。こうした状
況に付随し，国民所得に対する医療費の増加，
介護を必要とする高齢者の増加が社会問題
となり，2000 年 4 月には介護保険制度が施
行され，保健・医療・福祉の連携による介護
サービス体系の整備が進んだ。さらに，地域
医療の現場では，医療連携室の設置，地域連
携クリティカルパスの開発等が進み，2008

年の診療報酬改正では，「退院加算」，「後期
高齢者退院調整加算」が設けられた。このよ
うな動向からも，在宅での療養支援体制の整
備と共に，効果的かつ効率的なサービス提供
のために，施設間，職種間での連携，情報共
有の重要性がさらに増してきているといえ
る。連携とは具体的に，利用者一人に対し保
健・医療・福祉の様々な施設，職種が関わる
中で，通常の職種間のやり取りのほか，介護
支援専門員等によるケアマネジメント，ケア
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会議の開催などが業務の一環として行われ
ており，それぞれの職種・施設が有する利用
者・家族情報の共有または交換することで，
利用者個々に見合った適切なケアの提供に
結びつけることができる。 

一方，2003 年の個人情報保護法の制定に
伴い，厚生労働省は 2004 年『医療・介護関
係事業者における個人情報の適切な取り扱
いのためのガイドライン』を公表した。本ガ
イドラインでは，法令上，「個人情報取扱事
業者」としての義務等を負うのは医療・介護
関係事業者(以下，「事業者」とする)のうち，
識別される特定の個人の数の合計が過去６
ヶ月以内のいずれの日においても 5,000 を超
えない事業者（小規模事業者）を除くものと
されている。つまり，法の適用除外とされて
いる小規模事業者については努力義務とな
るが，医療機関を含む在宅療養支援に関わる
全ての事業者においては本ガイドラインの
適応となることを示しており，訪問看護ステ
ーション等の居宅介護サービス事業所は小
規模事業者にあたる。しかし，第三者への情
報開示について本人への同意をとること以
外，具体的な情報管理の手段，本人への同意
の取り方，施設･職種間での共有のあり方等
については明確に示されたものはなく，それ
ぞれの事業者の判断に任せられているのが
実状である。特に医療や介護においては，複
雑かつ多様な情報を取り扱うこととなる。さ
らに，個人情報の取扱いに過剰な規制をかけ
ることにより，円滑な医療および介護の提供
はなされない，情報の活用が阻害され医療や
福祉の発展に支障をきたす恐れが懸念され
る。 

厚生労働省からは現場からの質問をまと
めた『「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取扱いのためのガイドライン」
に関するＱ＆Ａ（事例集）』を公表したが，
浅沼らは事例集に取り上げられていない疑
問や戸惑いが多かったことを医療機関での
調査で明らかにしており，法の理解を含めた
具体的に取り組める指針の必要性を述べて
いる 1)。特に医療，介護関連職では，業務上
「守秘義務」が課せられており，我が国での
私的情報の管理がこの守秘義務の範疇から
なかなか抜け出せない状況が続いたことも，
法施行に当たっての混乱を招く要因となっ
たと考えられる 2)，3)。守秘義務とは，あくま
で「知り得た情報を第三者に漏らさない」こ
とである。『プライバシーの権利』でいう「個
人情報の自己コントロール権」を守ること，
つまり「自己に関する情報の流れをコントロ
ールする権利」に関しては不十分だといえる。
「個人情報の自己コントロール権」とは，高
野は「自分に関する情報の利用目的・範囲を
知り，情報が漏洩しないように管理されるこ
とを求め，必要時に自分の情報の開示・提供

を求める」権利としている 4)。このことから
も，守秘義務とは明らかに異なるといえ，各
専門職種の意識改革と「個人情報の自己コン
トロール権」を保障するための具体的対策が
必要であると考えられる。 

そこで，平成 21～22 年度科学研究費補
助金若手研究 B の補助を受け，『在宅療養
支援における他施設・他職種間の情報共有
と管理に関する研究』として，退院から在
宅療養への移行期にかけて在宅療養支援に
関連する他機関，他職種と連携に着目し，
総合病院として機能する病院の退院支援部
門で実際に実務にあたっている職員の責任
者に対し質問紙調査を行い，退院から在宅
療養移行期にかけての患者情報の取扱いお
よび管理の実状と問題点，情報管理に対す
る意識を明らかにする調査研究を実施した。
対象は全国 200床以上の全病院の退院支援
担当の看護師または社会福祉士等，居宅介
護支援事業所(抽出率 10％)の管理者とし質
問紙を郵送した。その結果，回収数 1551
件(26.1％)，有効回答数 1338 件(有効回答
率 86.3％)であり，個人情報の管理や取扱
いについて基本体制は整っているものの，
具体的対策の実施については施設間で差が
見られた。 
本研究では，これらの結果を元に在宅療

養支援における適切な患者情報の取扱いと
管理のあり方について再度検討し，在宅療
養支援に関わる職員各々が連携を阻害せず
に医療，介護現場の実状に見合った具体的
な個人情報保護対策が取れるよう，「在宅療
養支援における個人情報管理自己評価尺
度」を開発することとした。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，在宅療養支援における適
切な個人情報管理について，在宅療養支援に
関わる職員各々が連携を阻害せず実状に見
合った具体的な対策が実施できるよう，「在
宅療養支援における個人情報管理自己評価
尺度」を開発することである。 

 

３．研究の方法 

１）尺度の構成要素の検討と質問項目の設定 
平成 22 年に実施した『在宅療養支援にお

ける他施設・他職種間の情報共有と管理に関
する研究』調査の質問項目と結果を元に，有
識者からも意見を求めながら尺度の構成要
素を検討した。 さらにこの結果もとに尺度
に盛り込む実際の質問項目を作成し，有識
者・現場職員から意見を求め内的妥当性を検
討した。 
２）尺度の信頼性・妥当性の検証 
本調査として， WAMNET (独立行政法人福

祉医療機構)に登録されている全国の病院の
うち，平成 24 年 9 月現在，病床数 200 床以



 

 

上の病院 2,626 件に対し，無記名自記式質問
紙を平成 25 年 2月末に郵送した。調査期間
は平成 25 年 3月 1 日～22 日とした。回答者
は各病院の退院支援実務にあたっている職
員 2名とし，返信は回答者個々に行ってもら
った。 

 
４．研究成果 
１）尺度の構成要素について 
これまで調査したデータの統計的分析や

先行研究をもとに下記の【尺度の基本的構成
要素】の項目からさらに専門職および有識者
から助言を得て内容の吟味に当たった。その
結果，現段階では所属組織における管理的要
素が含まれる「管理項目」21 項目，職員個々
の情報管理行動として「行動項目」18 項目が
設定された。そして，この結果をもとに項目
の表現，質問紙の精選を行い最終的な質問項
目を設定した。回答は「全く実施していない」，
「あまり実施していない」，「ある程度実施し
ている」，「よく実施している」の 4 件法とし
た。 
【尺度の基本的構成要素】 
・施設･事業所の個人情報保護に関する基本
方針・体制の理解について 
・個人情報の特定について 
・委託処理について 
・安全性の確保について 
・苦情及び相談について 
・教育・監査について 
・情報共有・利用に関するケア対象者への同
意について 
・情報収集について 
・情報活用・情報共有について 
・情報の管理・破棄における安全性の確保に
ついて 
・研究発表、研修会、勉強会等への情報の使
用について 
２）全国調査による尺度の信頼性・妥当性の
検証(途中経過) 
平成 23 年度中に全国調査を実施し作成し

た尺度の信頼性・妥当性の検証を行う予定で
あった。本調査は全国の医療機関への調査で
あり，計画当初では平成 23 年度中に全国調
査を実施する予定であったが，同年 3 月に起
こった東日本大震災の影響が大変大きいこ
とを鑑み，状況が落ち着くまで調査を見送る
こととした。 

そこで本調査の調査期間は平成25年3月1

日～22 日とした。回答者は各病院の退院支援
実務にあたっている職員 2 名とし，返信は回
答者個々に行ってもらった。その結果，1358

件の回収があった(回収率 25.9％)。そのうち，

96 件は退院支援部門の設置なし，156 件は回
答不備のため分析対象から除外した。従って
有効回答は 1,106 件，有効回答率は 81.4％で
あった。 

(1)回答者の属性 

回答者が所属する病院が，地域医療支援病
院であると回答したものは 1,106件中 385件
(34.8％)，退院調整加算を行っていると回答
したものは 844 件(76.3％)であった。合計病
床数の平均は 383.0±180.0，平均在院日数は
84.4±176.3 日，退院支援部門の職員数は平
均 5.62±4.0 人であった。 

回答者の背景は，女性 850 件(76.9％)，男
性 249 件(22.5％)で，年齢は 41.0±16.0 歳で
あった。所得資格は看護師 439 件(39.7％)，
社会福祉士 524 件(47.4)が最も多かった。何
らかの役職に就いている 521 件(47.1％)，就
いていない 585 件(52.9％)，勤務体系は常勤
専従 756 件(68.4％)，常勤兼務職員は 321 件
(28.2％)，非常勤専従 168 件(15.2％)，非常勤
兼務 53 件(4.8％)であった。 

(2)他職種・他機関連携について 

連携の主な手段は，「電話」が最も多く
1,096 件(99.1％)，次いで「FAX」1,032 件
(93.3％)，「文書」909 件(89.4％)，「施設内情
報システム」588 件(53.2％)，「地域医療連携
パス」465件(42.0％)，「email」397件(35.9％)，
「IT 情報システム」115 件(10.4％)，であっ
た。 

必要な個人情報が提供・共有されないこと
により連携やケア提供等へ支障が生じると
いった状況，いわゆる「過剰反応」が生じて
いるかについては，「頻繁にある」41 件(3.7％)，
「時々ある」394 件(36.0％)，「まれにある」
485 件(43.9％)，「まったく生じていない」175

件(15.8％)であった。  

 他施設・他職種との連携の際，ケア対象者
の個人情報が守られていないと感じること
はあるかについては，「頻繁にある」26 件
(2.4％)，「ときどきある」280 件(25.6％)，「ま
れにある」588 件(53.2％)，「まったくそのよ
うに感じることはない」201 件(18.2％)であ
った。 

(3)管理項目，行動項目の実施状況について 

 管理項目の下位尺度合計得点は平均 65.4

±11.5 であった。各項目の平均得点で，最も
低いものは「個人情報保護の監査責任者を
設置し、個人情報保護に関する監査を実施
している」2.66，高いものは「情報システ
ムへのアクセス制限のための措置をしてい
る(ID、パスワード等発行・更新・破棄の
管理、アクセスログの取得・点検の措置等)」
3.50 であった(表 1)。 



 

 

 

 

 

 

 

 

行動項目の下位尺度合計得点は 57.8±8.4

であった。各項目の平均得点で，最も低いも
のは，「個人情報を記録した文書を他施設に e

メール、または印刷物として配布、郵送、Ｆ
ＡＸ等する場合には、管理台帳などに使用目
的、提供者等を記載している」2.30，高いも
のは「利用者および家族の情報が入った記録
媒体(ＵＳＢ、紙媒体等)は、自宅に持ち出さ
ないことを厳守している」3.73 であった(表
2)。 



 

 

現在データの統計的分析中であり，今後独
立変数との関連の分析と確認的因子分析を
行い，尺度としての有用性についての検討及
び考察を行う予定である。 
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